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小樽商科大学 ヨーロッパ法研究会
前回(34巻2号)に 引 きつ づ きRabelsZeitschrift45(1981),Heftl-
2掲 載の論文 の紹介 を行 な う。今回 は以下 のものを取 りあげ ることにす る。
U.マ ク ヌ ス:「 ヨ ー ロ ッ パ に お け る 売 買 法 の 統 一 」(Ulrich
Magnus,Europ詣sheKaufrechtsvere三nheitlichung,RabelsZ45
(1981),SS.144-168)
Magnus論 文は,今 世紀初頭以来 の,ヨ ーロッパにお ける動産売 買法統一 の
試みを検討 して いる。本論文は,ヨ ー ロッパ に関係 のあ る売買法統一 の試みに
つ いて も検討 を加えて いる。 本論文は,さ らに,売 買法統一 の現状か ら,い く
つかの結論 を導 き出 し,将 来 展望について述べて いる。
1.現 状
ヨーロッパ において は,今 世紀初頭以来,動 産売 買法統一 の試 みが,数 多 く
存在す る。 それ らの試み は,内 容的には,次 の3つ に分 類 す る ことが で きる。
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すなわち,第1に,(国 内)実 質法の統一,第2に,国 際売買 法 の統一,第3
に,売 買に関す る抵触法 の統一,で ある。
1。 実質法の統一
この種の売買法統一 は,以 下 にみる とお り,み るべ き成果 をあげて いな い。
a)ス カンジナ ビア諸国
ヨー ロッパにお いて,実 質 法の統一 の中で成功 を収め た ものと して,ス カン
ジナビア諸国の売買法があ る。 それ らの売 買法は,ほ とんど同 じ内容 を もち,
いかな る種類の売買 にも適用 され る。 スカ ンジナ ビァ諸国 の売買法 の成功 の理
由 として,こ れ らの諸国の密接な関係,法 制度 の類似性等 を挙 げ ることがで き
よ う。 しか し,各 国 において,個 別的 に消費者保護立法 がな された(例 えば,
ス ウェーデ ンのKonsumentK6plag1973)ため,売 買 法統一 の範囲 は,限
定 され るに至 って いる。
b)フ ランスー イタ リア》草案《
国内実質 法を統一 しよ うとす る試み と して,次 に,フ ランスー イタ リア間の
債 務 及 び 契 約 草 案(ProletdeCodedesObliga七ionsetdesContrat
1927)が ある。本草案は,そ の中 に,売 買 に関 す る詳細 な規 定 を含 んで い る
(第323条 一 第409条)。 しか し,本 草案 は,両 国 間の政 治情 勢 の変化 等の理
由によ って,失 敗 に終わ った。
c)ベ ネル ック ス諸 国
さ らに,ベ ネル ックス諸国にお いて も,法 を統一 しよ うとす る試みが存在 し
たが、 これ らの諸国がECに 加盟 した ことによ り,そ の意義 は,大 き く失なわ
れ た。
これ までの概観か ら明 らかなよ うに,ヨ ーロ ッパ における国 内実質法 の統一
は,こ れまで スカンジナ ビア諸国に おいて実現 されてい るにすぎず,さ らに,
これ らの諸 国において も,法 統一 の範囲 は限定 されてい る。
2。 国際売買法の統一
国際売買法の統一 に目を転ず ると,ヨ ー ロッパ において は,今 日,次 の2つ
の試みが ある。第1に,経 済相互援助協議会(コ メ コン)に おけ る統一,第2
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,に,ハ ー グ売買法であ る。
a)経 済相互援助協議会
国 際売買法 の統一 の中で最 も成功 を収めて いるもの として,コ メ コシ加盟国
諸機 関 に 適 用 さ れ る動 産 供 給 一 般 条 件(Allgemein♂Bedingungenf恥
WarenlieferungenzwischendenOrganizationenderMitgliedslande耽
1desRGW,ALBIRGW)が あ る。7力 国が,本 条 件 に よ って ∫国 際 取 引
を行 って いる。
さらに,近 時,注 目すべ きもの として,コ メコ ン加盟国一 フィ ンラン ド間の
供 給 条 件(dieRGW-StaatenundFinnlandgemeinsameLiefer-
bedingungen)が ある。
b)ハ ーグ売買法1)
ハ ーグ売買法 は,》 世界法《(Weltrecht)へ の理想主 義 的思 想か ら生 まれ
た ものであ る。ハ ーグ売買法 は,西 ヨーロ ッパ における国際売 買法 と して機能
して いるといえよ う。しか し,国 際連合国 際商 取引法委 員会(UNCITRAL)は,
ハ ーグ売 買法を基礎 として,ウ ィー ン統一売買法2》を作成 し,そ の発効へ 向け
て努力 している。 ウィー ン統一売買法 は,ハ ーグ売買法の ような欠 陥を有 して
いないので,世 界各国 に広 く受 け入れ られ る期待が もて る。 ウィー ン統一売 買
法 とハ ーグ売買法 との間 には,重 大な差異 は存在 しないので,ハ ーグ売買法 に
関す る ヨーロ ッパ諸国の判例が,ウ ィーン統一売買法の将来を 占う上で も参考
とな るであろ う。 このよ うな判例 は,相 当数 にのぼ って いるので,ハ ー グ売買
法 を死文(ToterBuchstabe)とす る批判は,も はや あた らな い。
ハー グ売買法 に関す るヨー ロッパ諸国の判 例か ら,次 の2点 を指摘す る こと
1)こ こに い うハ ー グ売 買 法 と は,次 の2っ の統 一 法 を 含 む 。 す な わ ち,国 際 動 産 売 買
契約 の成 立 に関 す る 統 一 法(EinheitlichesGesetzUberdenAbschluβvon
internationalenKaufvertragen廿berbeweglicheSachen)と,国際動 産 売 買
に 関 す る 統 一 法(EinheitlichesGesetzUberdeninternationalenKauf
beweglicherSachen)であ る。以 下で は,後 者 をハ ー グ統 一 売 買 法 と略 称 す る。
2)正 式 名称 は,国 際 動産 売 買契 約 に 関す る 国際 連 合 条 約(UnitedNationsConven-
tionQnContractsfortheInternationalSaleofGoods)であ る。
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ができよう。
第1に,判 例が,統 一法に好意的な(einheitsrechtsfreunlich)傾 向があ
ること,で ある。このことは,以 下の諸点か ら明らかである。すなわち法廷地
国がな した留保のみを尊重すべ きことが出発点 とされていること,ハ ーグ売買
法の黙示的排除に慎重であること,約 款が合意 されただけでは,ハ ーグ売買法
が排除されないこと,等 である。
ハーグ売買法に関するヨーロッパの判例から,第2に 指摘 しうることは,こ
れまで各国の判例間に大きな差異がな く,か なり広範な一致が見 られることで
ある。 もちろん,同 一の問題に関する各国の判例数は,い まだ十分とはいえな
ので,こ れまでの一致を過大評価すべきではない。
各国の判例においては,以 下の5点 が,特 に問題とされている。
第1に,ハ ーグ売買法の適用可能性についてである。 この点にっいて,判 例
は,ハ ーグ売買法に好意的な傾向を示 している。
第2に,国 際売買契約成立の際における》書式の戦い《についてである。売
買契約の成立に関する統一法第7条 にいう本質的変更に該当するか否かの問題
に関して,判 例は,ウ ィーン統一売買法を先取りした原則を定立している。
第3に,商 品の契約適合性についてである。買主に検査義務を課すハーグ統
一売買法第38条 および買主に不適合の通知義務を課す同法第39条 を,判 例は,
厳格に解釈 している。
第4に,契 約解除についてである。 この点について,ド イツの判例とオラン
ダの判例は,異 なる傾向を示 している。
第5に,損 害賠償に関する問題についてである。この点について特に問題と
なるのは,ま ず,ハ ーグ統一売買法第82条 以下にいう予見可能性の存否であり,
次に,イ ンフレによる損害の賠償請求の許否である。
c)そ の他の草案
さらに,ま だ発効していないが,国 際売買法に関する条約(草 案)と して,
次の2つ がある。
(1}時 効条約
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国 際動 産売 買 に関す る時効条 約(UbereinkommenUberdieVerjahrung
beimintemationalenWarenkauf)は,UNCITRALによ っ て 作 成 さ
れ,1974年 の外交会議で採択 され た条約であ るが,い まだ発効す るに至 ってい
ない。
(2)有 効性草案
国 際動産 売買 契約 の実 質 的有 効 性 に関 す る統一 法 草 案(Entwurfeines
Einheitsgesetzes廿berdie,mρterielleG賎ltigkeitinternationaler
Warenkaufvertrage)は,ロ ーマの私法統一 国際協会 によ っ提 案 された もので,
錯誤 ・詐欺 ・強迫が契 約成立 に及ぼす効 果について規定 してい る。本草案 か ら
広 く受 け入れ られ うる条約が成立す るか どうかは,不 明で ある。
国降売 買法 の これまでの統一 を,ヨ ー ロッパの観点か ら考え ると,そ の統一
は,特 に印象的な もので も、特 に落胆 的な もので もない。一定 の成果が得 られ
てい るので,よ り広範 な調和が考 え られ るべ きで ある。国 内事件 に適用 され る
法を調整す るよ り,渉 外事件 に適用 され る実質的統一法 を創造す る方が,障 害
が少 な いことは,明 らかであ る。ハ ー グ売買 法や コメ コン諸国 の供給一般条件
の例 か らわか るよ うに,統 一 に は,政 治 的結合関係 も重要で あ る。
3.抵 触法 の統一
売買法に関す る抵触法の統一 につ いて,ヨ ー ロッパ にお いては,次 の2つ の
試みが ある。
a)ハ ー グ条約
国際動産売買 に適用の ある法に関す るハ ーグ条約(DasHaagerAbkommen
UberdasaufKaufvertrageinternationalenCharaktersUberbewegliche
SachenanwendbareRecht1955)は,8つの ヨー ロ ッパ諸 国 に よって批 准
され てい る。ハ ーグ国際私法会議 は,現 在,同 条約の改正 を検討 して いる。
b)EC草 案
ヨー ロッパ共 同体において は,契 約債 務 に適 用す べ き法 に関 す る条約草 案
(EntwurfeinesUbereinkommensUberdasaufvertragliche
SchuldverhalthisseanzuwendendeRecht)があ る。 同草 案 は,売 買 契 約 に
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も適用されるので,EC諸 国の批准によって,売 買契約に適用される法が統一
されることになる。
以上の概観から明らかなように,売 買法の分野においては,今 日,抵 触規範
の統一で満足することなく,実 質規範を統一 しようとする傾向が強く,抵 触法
の統一 よりも,実 蜜法の統一の方がさかんである。
豆.評 価
ヨーロッパにおける売買法統一の現状は,決 して満足できるものではない。
売買法統一の数多 くの試みは,輸 出入業者が遵守 しなければならない法規を,
増加させて しまっている。これまで述べてきたように,売 買法統一の試みは,
内容的には,国 内実質法の統一,国 際売買法の統一,抵 触法の統一の3つ に分
類される。 この中で,国 際売買法の統一は,成 功を収めているが,国 内実質法
の統一 も,抵 触法の統一 も,こ れまであまり成果をあげていない。
皿.将 来 展 望
売買法は,今 日,多 数の国際機関が,諸 国間により大きな調和をもたらそう
として,努 力している分野の1つ にすぎない。他の問題,例 えば,製 造物責任,
国際的支払等 も,売 買同様大きな関心を集めている。
1.ウ ィーン統一売買法の受け入れ
目標 とされるべきなのは,多 くのヨーロッパ諸国による,ウ ィーン統一売買
法の受け入れである。その見込みは,ハ ーグ売買法よりも大きい。EC諸 国は,
ウィーン統一売買法(条 約)に 対 して同一歩調をとり,同 条約全体を批准すべ
きである。
2.そ の他の売買法の統一
ウィーン統一売買法によって,売 買法の統一が大きく達成されることになる
が,そ れによって,そ の他の売買法統一の試みが,意 義を失なうわけではない。
ヨーロッパの観点からは,2つ の将来展望があるので,以 下に,そ れうについ
て検討する。
『ヨー ロ ッパ に お け る法 の統 一 』(3) 99
a)国 際売買統一法の拡大
第1に,国 際売買法の適用範囲を拡大 しようとの試みである。 このような試
み は,UNCITRALに よ って,世 界的規模 で行 われ るべ きで あ るが,U
NCITRALは,現 在の ところ,こ のよ うな試みに慎重 な態度 をとって い
る。これに対 して,他 の国際機関の中には,そ のような試みに着手 しているも
のもある。そこでこれらの活動の調整と,そ の優先順位の決定が,緊 急課題と
なっている。
さらに,統 一法によって付与される権利の手続的保証 も問題とされる。この
ような保証は,ヨ ーロッパ共同体に事いては,実 現されているといえるが,世
界的レベルでは,現 在のところ,ユ ー トピアにすぎない。 この問題の検討 も,
UNCITRALに よって,行 われるべきである。
b)ECに おける売買法の調整
将来展望の第2は,国 内売買法の調整である。実現可能 と思われるのは,ヨ ー
ロッパ共同体内における調和である。西 ヨーロッパにおいて,人 々の移動が増
加するに伴い,・EEC消 費者市場というべきものが存在するに至っているので,
ECは,消 費者売買法統一の試みに着手すべきである。
c)抵 触法の統一
抵触法の統一は,今 日,あ まり魅力的とはいえないので,実 質法の統一の方
が優先されよう。
IV.結 び
》完全な統一 を望む ことは,月 に向かって叫ぶ よ うな もので あ ろ う。《 ヨー
ロッパ統r売 買法 は,現 在 にお いて も,近 い将来 において も,幻 想にすぎない。
しか し,統 一 に携わ る諸機関が調整 ・協力 す ることによって,得 ることも多 い
であろう。Magnusは,以 下の3点 を再び指摘 して,本 論文 を終 えて いる。す
なわ ち,第1に,ヨ ー ロッパ にお いて,ウ ィー ン統一売 買法 をで きるだ け広 く
受 け入れること,第2に,国 際売買法の適用範囲を拡大 す るとと,第3に,ヨ ー
ロッパ共同体内で消費者保護法を調和す ること。 〈桑原康行〉
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H.ラ ウ 「国 内 司 法 権 に お け る ヨ ー ロ ッパ 共 同 体 法,ポ ル トガ ル と ス ペ
イ ン に お け る 憲 法 上 の 進 化 」(Rau,H.,Gemeinschaftsrechtvor
nationalenGerichten,VerfassungsrechtlicheEvolutionin
PortugalundSpanien.RabelsZ45(1981),SS.399-412)
ポル トガルとスペインは,そ れぞれ徹底的ともいえる政治的変革を経た後,
1977年 にヨーロッパ共同体(EC)へ の加盟を申請 した。また,両 国は,こ の
申請に相前後 してそれぞれ新憲法を起草し公布 している。 このような事情を背
景として,本 論文においては,公 布 されたそれぞれの憲法がECへ の加盟 との
関係でどのような状況にあるのかが検討されている。
1ポ ル トガル
1加 盟についての憲法的前提
1976年4月2日 の憲法(25日 施行)はECへ の加盟 と関連する諸規定を
有 しているが,そ れ らの状況は次のように要約できる。
第1に,5条2項 が国家を超越 した国際組織に対す る主権の譲渡を明示的に
否定 しているため,ECへ の加盟について憲法上大 きな障壁が存在 している。
この点については,草 案審議 の段階で主権の譲渡ない しは制限を可能にするよ
うないくつかの代案が提出されていたが,そ れらは二致して否定され,主 権の
譲渡を一切認めない現行規定に落着いたのである。第2に,「 人権の解放 と進
歩のためにあらゆる民族と共同する」 ことを定める7条1項 はあたかも主権の
譲渡を承認するものであるかのように見えるが,「 国家の独立」 を明示する第
1章 の諸規定によってそのような解釈は否定されなければならない。第3に,
国際法について規定する8条 も国内法領域に対する国際法の適用根拠に関する
規定でしかなく,そ の存在をもって主権の譲渡を可能にするものであるとする
解釈を許すものではない。 さらに,164条jは 国際組織に参加するための条
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約の承認に関する管轄権を規定 しているが,こ の場合の国際組織は国家を超越
しない組織 と理解 されて いるため,164条jも それ 自体 として はECへ
の加盟に関 して適用することができないのである。
以上の点か らすれば,ポ ル トガル憲法は,国 家を超越 した組織に対する主権
の譲渡を一切予定 していないと言わざるをえない。 もっとも,主 権の譲渡を認
めないという立場は,政 府の採るところでもあった。 しか し,そ のために,憲
法に拘束される議会は,ECへ の加盟を宣言す ることがで きなかったのであ
る。ただ,こ のような憲法上の障壁があることとは別に,「 ヨーロッパ統一に
ついての委員会」は,加 盟申請の直後から政府直轄の機関として活動を開始 し,
特に19979年6月20日 以降活発な活動を行なっている。
次に,す でに述べたいくつかの障壁を取 り除くために現行憲法を改正するこ
とが考えられるが,そ れにも限界がある。
憲法改正の実体的限界は,「国家の独立」を保障する290条aの 文言にある。
学説においては,「国家の独立」 という文言がある限り,統 一国家 としてのポ
ル トガルが国家を超越した組織に加盟すべ く憲法を改正することには疑問があ
るとされている。 しかも,こ の疑問は,国 家の独立に関す る審議に際 して非常
に重大な政治的危機にあったという事実を指摘することによっても払拭す るこ
とのできないものである。事実,す でに述べたように,5条2項 に関す る親 ヨー
ロッパ的な代案はすべて否決されている。また,こ の点について,ポ ル トガル
と他の諸国との間の法の統一が保障される限り国際的組織への参加の道が留保
されていると考えることもできないであろう。したが って,残 された方法は,
根本的な憲法改正ではなしに,5条2項 を緩和する修正法を制定 し,277条4
号にもとついてそのような修正法の合憲性判断を革命会議に委ねることである。
ただ,そ の場合にも,5条2項 の緩和によって290条aに おける国家の独立の
保障を制限するようなことがあってはな らないことに注意すべ きである。
憲法改正は,1980年10月15日 に開催された議会において,議 員の3分 の2の
多数によって企図された。ポル トガルの伝統によれば憲法はその時々の議会に
おいて改正することができるが,そ れぞれの改正の間には少なくとも5年 間の
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経過が憲法上予定されている(287条1項)。 したが って,こ の点に,現 時点
での憲法改正に対す る時間的限界が存在 しているのである。
なお,憲 法改正 とは別に,レ フェレンダムやプレビシット,国 民の過半数か
ら成る動議によってECへ の加盟を実現す る方法も考え られないわ けでは
ない。 しか し,現 行憲法が 「事実的,法 的,政 治的な代表をほぼ独占する」現
象形式を政党国家の成熟 した段階として目ざしている点からすれば,こ れ らの
伝統的な方法 もまた,憲 法上許されないと言わざるをえないことになる。
2共 同体法の適用の根拠
次に,憲 法上の前提が充足されたという仮定のうえに,共 同体法が国内法領
域に適用されるための要件が検討される。
まず,加 盟決議が194条jに よって議会の承認を経 た後,法 律 として公布
されなければならない(137条1項b,139条,141条1項,169条3項,12
2条2項e)。 次いで,加 盟条約が,議 会の承認を経て批准されなければなら
ないG38条b,141条)。 これらの手続が終了 してはじめて,条 約は国内法
をも拘束することになる。加盟決議を承認 した旨の法律の公布と加盟条約の批
准というふたつの手続こそは,国 際条約が国内に適用されるための必要十分条
件である(8条2項)。 このような2重 に条件づけられた国際条約は自動的に
国内法領域に取り込まれることになるため,そ れ以上に国内法の諸規定を法律
によって変更する必要は全くないことになる。
このような手続をつきっめて,憲 法改正の有無と関わりなしに,共 同体法の
適用根拠をその公的な権力関係から直接引き出そうとする立場もないわけでは
ないが,そ こまで踏み切ることには問題がある。少な くとも現在の学説は,そ
のような考え方に明らかにとまどいを感 じていると言わなければな らない。
3合 憲性の観点における共同体法の検討
次に,共 同体法が国内法領域に適用されることを仮定 したうえで,そ の合憲
性が問題になる場合が検討 される。
まず,国 際条約のある条項が違憲だとされた場合,当 該条項はポル トガルの
みならずすべての相手国において も適用されない(280条)と いうことが大前
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提である。
第1次 法は,不 作為による違憲の認定を例外 として(279条),革 命会議に
よる抽象的統制の もとに置かれる(277条)。 他方,具 体的事案においてその
違憲性が問題となる場合には,裁 判所が第.1次 的な管轄権を有する。裁判所の
判断に対 しては,そ れによって不利益を受けた当事者のみが,通 常の法的手段
を尽 した後に,違 憲性の争点に限って,革 命会議に付置された憲法委員会に申
立をなす ことができる。憲法委員会は当該事件につ.いての終局的判断を下す こ
とができるが,そ れは,事 後的に革命会議の抽象的統制のもとに置かれなけれ
ばな らない(280条,281条)。
これに対 して,第2次 法は,革 命会議による抽象的統制のもとには置かれな
い。 しかし,問 題 となる規範が282条1項 の意味での法律 と同視 しうる場合に
は,個 別的事案における憲法委員会の判断が排除されるわけではないし,革 命
会議による事後的な抽象的統制の可能性 も排除されるわけではない。
4共 同体法の優劣関係
最後に,共 同体法と国内法の間の優劣関係が検討される。この場合,共 同体
法が国際法 と同義のものであるとしてよいならば,そ れは,ポ ル トガルにおい
て独 自の法源としての地位を獲得 し,国 内法に優越することになる。 しか し,
共同体法の優越というテーゼは,き わめてヨーロッパ的なものであり,そ れが
社会的,経 済的,文 化的領域における憲法上の諸原則(17条,18条)と 抵触す
る限りにおいて,ポ ル トガルの裁判所によって否定されている。すなわち,少
な くとも現状においては,こ れらの憲法上の諸原則の方が共同体法に優越する
もの として評価されているのである。
豆 ス ペ イ ン
1加 盟についての憲法的前提
1978年10月31日 に国民投票で制定 されたスペイン憲法(12月29日 施行)は,
ECへ の加盟について憲法上周倒な準備を している。すなわち,そ れは,93
条において,一 定の国際組織ないしは体制に参加するための条約締結と法律の
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公布の可能性を認めるとともに,そ のような条約の実現に対する議会や政府の
保障を明示しているのである。 もっとも,93条 は,国 際条約が法律に優越す る
という予備草案の規定を採用 しなかった点で不充分であるとの感は免れないし,
ま距それが立法と行政による保障を明示しているだけで,司 法による適用上の
保障に言及 していない点にも異議はある。しかし,こ れ らの欠点は,ス ペイン
がECに 加盟す ることについて憲法上何 らかの障壁 となるものでは決 して
ない。
2共 同体法の適用の根拠
次に,国 際組織に参加するために93条によって公布 される法律が国内法を拘
束する根拠が検討 される。 ・
93条 にもとつ く法律は,下 院の絶対的多数で可決されるが(81条),上 院の
絶対的多数にタって拒否される可能性もある(90条)。 法律は国王の裁可 を経
て公布されるが,現 在までのところこの種の法律は公布 されていない。加盟行
為は,法 律の公布により国内法秩序の内部で承認され(96条1号),批 准を経
て国内法を拘束することになる(63条,64条)。 なお,こ の問題は,「特別な
領域に関する政治的判断」 として レフェ レンダムに付す ること もで きる(92
条)。
これに対 して,第2次 法の適用根拠は,「国際的ないしは超国家的組織によっ
て……なされた決謝 という93条第2文 の文言に期待することができる。しか
も,そ の実際の効力は,新 憲法制定以前からの慣習により,ス ペイン国内での
公布なしに発生するものとされているのである。
3合 憲性の観点における共同体法の検討
ECへ の加盟に際 して,政 府ない し議会は,当 該加盟条約 それ自体 に対す
る合憲性の抽象的判断を憲法裁判所に求めることができる(95条2号)。 その
結果それが違憲であるとされた場合には,議 会の加重的多数 による憲法改正
(167条 一169条)を 経た後でなければ当該加盟条約は締結す ることができな
い(95条1号)。 他方,そ れが合憲であるとされた場合には,憲 法裁判所の判
決は将来を拘束する。
ノ
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具体的事案において合憲性が問題となる場合には,首 相,オ ムブズマン等の
一定の機関が憲法裁判所に憲法訴訟を提起することができる(162条)。 この
場合,す でに加盟条約の抽象的合憲性が宣告されていたり,裁 判所による判決
の先例的効力が存在 している事案であっても,憲 法裁判所によって違憲判決の
下される可能性が残されている(161条1項a)。 違憲判決は,そ れに対す る
不服申立を許さず,公 示によって法的効力を生じすべての人々を拘束する(16
4条)。 他方,訴 えが却下された場合には,そ れに対す る新たな申立 は許 され
ない。なお,こ の場合,通 常の裁判所は自主的に違憲判断をする権限がないの
で,判 断はすべて憲法裁判所に求められなければならない。ただ,こ の判断は,
憲法裁判所による判断が存在 していない場合に限 られ,し かも加盟条約に関す
る部分に限 られている。したがって,第2次 法は,ス ペインのどの裁判所によっ
ても合憲性判断の対象 とされることはないことになる。
4共 同体法の優劣関係
スペインの裁判所は,こ れまで特別な優劣関係を考えることなしに国際条約
や国際法を扱ってきたが,1970年 の判決以来,国 際条約が国内法に優越するこ
とを認めている。このため,国 際条約は,国 内的に直接適用されることになり,
それに抵触する規範に対抗 し,そ れを廃止 させる効力を持つに至った。すなわ
ち,国 際条約は,国 内法に対して特別法の地位を獲得 したのである。また,こ
のような状況は,1978年 の新憲法制定以後 も何 ら変るところがない。事実,96
条1号 第2文 は,事 後的な国内法によって国際条約を廃止,改 正,停 止するこ
とはできないとしている。 このことから,少 なくとも第1次 法が国内法に優越
するとの判断が導かれる。また,判 例は,93条1号 第2文 を手がかりとして,
第2次 法 も国内法に優越するとの立場を採っている。 このため,1978年3月9
日の ヨーロッパ裁判所による共同体法の優越という原則はスペインの裁判所に
も受け容れられることになる。 これ らの ことによって,共 同体法に抵触ず る国
内法を適用不可能な ものとして理解する立場が確立されるのである。
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皿 まとめ
スペ インにおいてはECへ の加盟について憲法上充分な準備が なされ
ているが,ポ ル トガルにおいてはそうではない。 このことは,両 国の加盟申請
と新憲法制定との時間的先後関係に根づくものと言えよう。
ポル トガルは,現 行憲法上 も加盟を阻害されていると言ってよい。 しかも,
加盟を可能にするための憲法改正もほとんど期待で きない。また,か りに憲法
改正がなされたとしても,共 同体法は常に合憲性判断に付されることになるし,
共同体法が国内法規に優先するという根拠も見い出し難いのである。他方,ス
ペインにおいては,加 盟について憲法上の障害は何 も存在 しない。第2次 法に
も憲法上の統制は及ぼず,最 近の判例か らして も,国 内法に対する共同体法の
優越を充分に期待 しうる状況にあるのである。
〈丸山雅夫〉
